
1 

 

平成22年12月3日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社   新 日 本 科 学 

代表者名 代表取締役社長  永田  良一 

 （コード番号：2395 東証第一部）

問合せ先 代表取締役副社長 関   利彦 

 （TEL：03-5565-6216）

 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 

当社は、平成22年12月3日開催の取締役会において、下記のとおり第三者割当による自己株式の処分を行

うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１． 処分の概要 

(1)処 分 期 日 平成22年12月20日 

(2)処 分 株 式 数 普通株式 1,400,000株 

(3)処 分 価 額 1株につき366円 

(4)資 金 調 達 の 額 512,400,000円 

(5)処 分 方 法 第三者割当による処分 

(6)処 分 予 定 先 株式会社鹿児島銀行 

鹿児島リース株式会社 

1,320,000 株 

80,000株 

 

 

(7)そ の 他 上記の各号につきましては、金融商品取引法に基づく効力発生

を条件としております。 

 

２． 処分の目的及び理由 

わが国経済は、世界的な景気後退から持ち直しつつあるもの、企業収益や雇用情勢は依然として

本格的な回復には至らず、設備投資の抑制や個人消費の低迷等、総じて厳しい状況で推移しており

ます。 

医薬品受託開発研究業界においては、医薬品業界における医療費抑制基調や一般用医薬品市場の

低迷の影響により、厳しい経営環境が続いております。 

このような状況の中、当社は基幹事業である前臨床事業並びに当社グループの成長エンジンと位

置付けているトランスレーショナルリサーチ事業の両事業の強化を図ること、並びに割当予定先と

の関係強化を図ることが当社グループのさらなる成長と発展に資すると考え、第三者割当による自

己株式処分を行うことといたしました。 

 

３． 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

(1) 調達する資金の額 

①払 込 金 額 の 総 額 512,400,000円  

②発行諸費用の概算額 150,000円  

③差 引 手 取 概 算 額 512,250,000円  
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(2) 調達する資金の具体的使途 

自己株式の処分により調達する資金については、平成22年12月以降順次、当社前臨床事業に

おいて、製薬企業等の試験委託者に迅速で質の高い試験成績を提供できるよう、事前の予備検

討試験の実施や進行中の試験データを比較検証等、試験実施に係るバックグラウンドデータの

蓄積及び将来における新技術の研究や技術改良に関する研究開発費に204,900,000円（調達額の

40％）を充当する予定であります。 

また、平成22年12月以降順次、当社トランスレーショナル リサーチ事業における経鼻投与シ

ステムの研究開発費に307,350,000円（調達額の60％）を充当する予定であります。 

上記、研究開発投資に関する主な内容は、以下のとおりです。 

具体的な使途 金額 支出予定時期 

１．前臨床事業領域 

(1) 試験実施に係るバックグラウンドデ

ータの蓄積に係る研究開発 

(2) 新技術や技術改良に係る研究開発 

(1)102 百万円

(2)102 百万円

 

(1)平成 22年 12月～平成 23年 6月 

 

(2)平成 22年 12月～平成 24年 3月 

２．トランスレーショナル リサーチ事業

（経鼻投与システムに係る研究開発）

 (1)ゾルミトリプタン（偏頭痛薬）関連

 (2)インフルエンザワクチン関連 

 (3)その他製剤関連 

(1)180 百万円

(2) 90 百万円

(3) 37 百万円

 

 

(1)平成 22年 12月～平成 24年 3月 

(2)平成 22年 12月～平成 25年 3月 

(3)平成 22年 12月～平成 24年 3月 

計 512 百万円  

なお、支出実行までの資金管理につきましては、当社銀行口座にて管理する予定であります。 

 

４． 資金使途の合理性に関する考え方 

今回の自己株式の処分により調達する資金を、当社前臨床事業並びにトランスレーショナル リ

サーチ事業の研究開発費に充当することにより、今後の売上拡大及び収益性の改善につながると考

えており、当社企業価値の向上並びに既存株主への利益還元にもつながると考えられ、当該資金の

使途には合理性があるものと考えております。 

 

５． 処分条件等の合理性 

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

処分価額につきましては、今回の第三者割当による自己株式の処分に係る取締役会決議の前

営業日である平成22年12月2日の東京証券取引所における当社株式の終値である366円といたし

ました。 

 当該処分価額（366円）については、処分決議日の前営業日から直前1ヶ月間（平成22年11月3

日から平成22年12月2日まで）における当社株式の終値の平均株価は361円（乖離率1.39％）、直

前3ヶ月（平成22年9月3日から平成22年12月2日まで）における当社株式の終値の平均株価は368

円（同△0.54％）、直前6ヶ月（平成22年6月3日から平成22年12月2日まで）における当社株式の

終値の平均株価は377円（同△2.92％）であり、いずれの期間におきましても、特に有利な処分

価額には該当していないものと判断しております。 

 また、当社は、上記処分価額の算定根拠について、日本証券業協会の「第三者割当増資の取

扱いに関する指針」に準拠するものと考えております。 

 なお、当社監査役全員（4名、うち社外監査役2名）から、取締役会における上記算定根拠に

よる処分価額及び払込金額の決定は、当社株式の価値を表わす客観的な値である市場価格を基

準にし、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する方針」に準拠したものであり、

当社の直近の財政状態及び経営成績等を勘案し、適正かつ妥当であり、処分予定先に特に有利

ではなく、適法である旨の意見を得ております。 
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(2) 処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

今回の処分数量1,400,000株は、当社発行済株式総数34,344,000株に対して4.08％（平成22年

9月30日時点の総議決権数329,420個に対する割合は4.25％）に相当し、株式の希薄化が生じる

こととなります。 

しかしながら、本自己株式処分は当社グループの運転資金の調達及び事業推進に要する機

器・器具・備品類の調達をより合理的かつ確実なものとするために各処分予定先との関係強化

を目的とするとともに、本自己株式処分により調達した資金を当社の基幹事業である前臨床事

業並びに当社グループの成長エンジンと位置付けているトランスレーショナル リサーチ事業

における研究開発費に充当することで、当社の収益力向上を通じた企業価値の向上及び株主価

値の増大につながるものと考えており、処分数量及び株式の希釈化の規模は合理的であると判

断しております。 

 

６． 処分予定先の選定理由等 

(1) 処分予定先の概要 

(１)名 称 株式会社鹿児島銀行 

(２)所 在 地 鹿児島県鹿児島市金生町6番6号 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役頭取 上村 基宏 

(４)事 業 内 容 銀行業 

(５)資 本 金 18,130百万円 

(６)設 立 年 月 日 昭和19年2月1日 

(７)発 行 済 株 式 数 210,403,655株 

(８)決 算 期 3月31日 

(９)従 業 員 数 2,596名（連結） 

(10)主 要 取 引 先 銀行業を中心に各種金融サービスを提供しており、多数の取引先

を有しております。 

(11)主 要 取 引 銀 行 － 

(12)大株主及び持株比率 財団法人岩崎育英奨学会 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

岩崎産業株式会社 

明治安田生命保険相互会社 

鹿児島銀行自社株投資会 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 

株式会社福岡銀行 

株式会社肥後銀行 

株式会社宮崎銀行 

8.96％ 

3.96％ 

3.87％ 

3.26％ 

2.97％ 

2.75％ 

2.50％ 

2.40％ 

2.34％ 

2.01％ 

(13)当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 当該会社は、当社普通株式334,000株（発行済株式総数の0.97％）

を保有しております。（平成22年9月30日現在） 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社及び関係会社の間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

 取 引 関 係 銀行取引 

 関連当事者への 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会

社の関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 
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(14)最近3年間の経営成績及び財政状態 

決算期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 

連 結 純 資 産 233,240 227,410 248,984

連 結 総 資 産 3,147,644 3,176,656 3,353,702

1株当たり連結純資産(円) 1,075.52 1,045.69 1,146.00

連 結 経 常 収 益 92,748 82,578 80,931

連 結 経 常 利 益 18,627 11,153 16,104

連 結 当 期 純 利 益 9,137 6,720 9,300

1株当たり連結当期純利益(円) 43.52 32.00 44.28

1株 当 た り 配 当 金 (円 ) 8.00 8.00 9.00

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

     ※上記処分予定先は、東京証券取引所の上場会社であります。 

 

 

(１)名 称 鹿児島リース株式会社 

(２)所 在 地 鹿児島県鹿児島市山之口町1番10号 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 上床 恒信 

(４)事 業 内 容 リース業 

(５)資 本 金 66百万円 

(６)設 立 年 月 日 昭和49年9月25日 

(７)発 行 済 株 式 数 132,000株 

(８)決 算 期 3月31日 

(９)従 業 員 数 43名（単独） 

(10)主 要 取 引 先 株式会社鹿児島銀行 

(11)主 要 取 引 銀 行 株式会社鹿児島銀行 

(12)大株主及び持株比率 鹿児島保証サービス株式会社 

株式会社鹿児島カード 

株式会社鹿児島銀行 

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 

上床 恒信 

株式会社損害保険ジャパン 

東京海上日動火災保険株式会社 

鹿児島中央ビルディング株式会社 

鹿児島共同倉庫株式会社 

大和企業投資株式会社 

31.09％

17.42％

5.00％

4.55％

4.55％

3.64％

3.64％

3.33％

3.18％

3.18％

(13)当 事 会 社 間 の 関 係  

 資 本 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社及び関係会社の間に

は、特筆すべき資本関係はありません。 

 人 的 関 係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社及び関係会社の間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

 取 引 関 係 リース取引 

 関連当事者への 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会

社の関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 
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(14)最近3年間の経営成績及び財政状態 

決算期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 

純 資 産 6,375 6,569 7,110

総 資 産 36,031 36,976 32,963

1株 当 た り 純 資 産 (円 ) 48,299.54 49,768.28 53,868.29

売 上 高 14,951 14,379 13,708

営 業 利 益 831 495 724

経 常 利 益 694 480 773

当 期 純 利 益 547 215 546

1株当たり当期純利益(円) 4,144.50 1,630.79 4,142.44

1株 当 た り 配 当 金 (円 ) 50.00 50.00 50.00

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

     ※上記処分予定先、当該処分予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関

係がないことを確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。 

 

(2) 処分予定先を選定した理由 

世界的な景気後退の局面において、医薬品業界では、国内外の大手製薬企業の合併等による開

発パイプラインの絞込み、外部委託試験の発注スケジュールの調整、基幹製剤の特許期限に関す

る2010年問題に対応するために、早期に市場投入が見込める臨床開発段階の開発パイプラインへ

の経営資源の集中等の影響により、前臨床市場は業界全体として、厳しい状況が続いております。 

かかる状況下、当社の本店所在地であり、基幹研究所が存する鹿児島県を地盤として、銀行業

をはじめとした多彩な金融サービスを提供している鹿児島銀行グループとのさらなる関係強化を

行うことが、将来における当社グループの成長と発展に資すると考えられることから、各処分予

定先を決定いたしました。 

株式会社鹿児島銀行は、地元金融機関として、運転資金の融資を受ける等、当社のメインバン

クとして財務活動をサポートしていただいております。株式会社鹿児島銀行は、当社にとって重

要な取引先であり、安定的な取引関係を構築・維持することが、今後の資金借入等、当社グルー

プの運転資金の調達をより合理的かつ確実なものとし、財務基盤の強化と、より強固な事業展開

態勢の整備・構築、ひいては当社の企業価値向上につながると考え、今回の自己株式の処分予定

先に選定いたしました。 

鹿児島リース株式会社は、株式会社鹿児島銀行の連結子会社であり、当社の前臨床事業に用い

る機器類、事務用器具・備品等のリース取引を行っております。鹿児島リース株式会社は、当社

にとって重要な取引先であり、安定的な取引関係を構築・維持することが、今後の当社グループ

が事業推進に要する機器・器具・備品類の調達をより合理的かつ確実なものとし、財務基盤の強

化と、より強固な事業展開態勢の整備・構築、ひいては当社の企業価値向上につながると考え、

今回の自己株式の処分予定先に選定いたしました。 

 

(3) 処分予定先の保有方針 

各処分予定先からは、一層の関係強化の趣旨に鑑み、中期的に継続して保有する意向である

旨の報告を口頭で受けております。 

当社は、各処分予定先に対して、自己株式処分の期日（平成22年12月20日）から2年間につい

て、割当自己株式の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を受けた者の氏名又は名称及び譲

渡株式数等の内容を直ちに当社に書面にて報告すること、当社が当該報告内容等を株式会社東

京証券取引所に報告すること並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることにつき、確約書

締結の予定であり内諾を得ております。 
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(4) 処分予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

株式会社東京証券取引所上場会社である株式会社鹿児島銀行につきましては、直近の有価証

券報告書（平成22年6月25日提出）における財務諸表の売上高、総資産、純資産、現金及び預金

の状況等から、当該第三者割当の払込みに要する充分な現預金を有していることを確認してお

ります。 

非上場会社である鹿児島リース株式会社につきましては、直近決算期（平成22年3月期）の財

務諸表、預金通帳の写しの提供を受け、当該第三者割当の払込みに要する充分な現預金を有し

ていることを確認しております。 

 

７． 処分予定後の大株主及び持株比率 

処 分 前 処 分 後 

株式会社永田コーポレーション 23.11％ 株式会社永田コーポレーション 23.11％

有限会社新日本産業 15.18％ 有限会社新日本産業 15.18％

永田 良一 6.29％ 永田 良一 6.29％

永田 貴久 6.29％ 永田 貴久 6.29％

永田 郁江 2.98％ 株式会社鹿児島銀行 4.82％

永田 妙子 2.98％ 永田 郁江 2.98％

永田 一郎 2.98％ 永田 妙子 2.98％

永田 理恵 2.98％ 永田 一郎 2.98％

日本トラスティ･サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
2.26％ 永田 理恵 2.98％

新日本科学従業員持株会 2.21％
日本トラスティ･サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
2.26％

   （注）１．平成22年9月30日現在の株主名簿を基準として記載しております。 

      ２．当社所有の自己株式は、上記表には含まれておりません。 

 

８． 今後の見通し 

当期業績予想への影響は軽微であると考えます。 

 

  （企業行動規範上の手続き） 

    本第三者割当は、①希釈化率が25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないこと

から、東京証券取引所の定める有価証券上場規則第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株

主の意思確認手続は要しません。 

 

９． 最近3年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

(1) 最近3年間の業績（連結） 

 20年3月期 21年3月期 22年3月期 

連 結 売 上 高 19,647 19,540 19,050

連 結 営 業 利 益 1,585 463 343

連 結 経 常 利 益 1,049 221 436

連 結 当 期 純 利 益 599 △205 534

1株当たり連結当期純利益(円) 17.46 △6.02 16.14

1株 当 た り 配 当 金 (円 ) 6.00 3.00 3.00

1株当たり連結純資産(円) 374.80 275.12 295.28

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 
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(2) 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成22年9月30日現在） 

種   類 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 34,344,000株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数の総数 
－株  －％ 

下限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数の総数 
－株  －％ 

上限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数の総数 
－株  －％ 

 

(3) 最近の株価の状況 

①最近3年間の状況 

 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 

始  値 1,967円 1,521円 326円

高  値 1,999円 1,833円 1,053円

安  値 1,302円 272円 302円

終  値 1,531円 336円 571円

 

     ②最近6ヶ月の状況 

 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

始  値 433円 360円 384円 365円 369円 354円

高  値 450円 415円 417円 419円 413円 380円

安  値 352円 352円 354円 360円 358円 334円

終  値 366円 371円 364円 367円 358円 378円

 

     ③処分決議前日のおける株価 

 平成22年12月2日 

始  値 375円 

高  値 375円 

安  値 364円 

終  値 366円 

 

   (4)最近3年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

     該当事項はありません。 

 

 10．処分要項 

(1) 処分期日       平成22年12月20日 

(2) 処分株式数      1,400,000株 

(3) 処分価額       1株につき366円 

(4) 処分価額総額     512,400,000円 

(5) 処分方法       第三者割当による処分 

(6) 処分予定先      株式会社鹿児島銀行、鹿児島リース株式会社 

(7) 処分後の自己株式数  199株 

（上記処分後の自己株式数は、平成22年9月30日現在の自己株式数を基準としております。） 

 

以 上 


